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はじめに

ケニヤ国ナイロビの郊外、野生のフラミンゴで有

名なナクル湖へ向かうワイヤキ・ハイウェイから

少し入ったところに国際家畜研究所（International

Livestock Research Institute（ILRI：イルリ））本部

がある。私は 2008年 11月から 2010年 3月末まで

この ILRI でポスドク獣医疫学者として活動し、

2010年 4月から現在まで酪農学園大学獣医学群に

勤務する傍ら ILRI兼任獣医疫学者として発展途上

国での国際研究を継続している。本稿では、この

ILRIの組織と研究活動、参加方法についてご紹介

したい。

Ⅰ. 組 織

1. ILRIの成り立ち

ILRIは、1972年に低コスト技術を用いた家畜生

産向上により食糧供給・人の福祉を向上させるこ

とを目的として設立された International Livestock

Centre for Africa（ILCA）と、1973年に主にアフリカ

地域の重要家畜疾病、特に東海岸熱とトリパノソー

マ症の制圧を目的に設立された International Labo-

ratory for Research on Animal Diseases（ILRAD）が

1995年に合併してできた国際研究機関である。本

部は旧 ILRADのケニヤ国ナイロビ・キャンパスに

あるが、ILCAの置かれていたエチオピア国アジ

ス・アババにあるキャンパスにも ILRIエチオピア

事務所として運営・研究機能が残されている。

ILRIは、国際農業研究評議グループ（Consultative

Group on International Agricultural Research

（CGIAR））1）傘下 15研究センターのうちの一つで、

貧しい畜産農家の生産性を持続可能な形で向上さ

せ、畜産物をより良い市場に流通させることで貧困

削減を達成することを目的として研究活動を行って

いる。研究はアジアおよびアフリカの広い地域で実

施されており、本部のあるナイロビの他に重点研究

地域に地域事務所が置かれている（表1）。

2. CGIAR

CGIARとは、1960年代に緑の革命（国際的な穀物

増産）を達成させたロックフェラー財団主導の国際農

業研究を基に、世界銀行、国連食糧農業機関（FAO）、
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国際連合開発計画（UNDP）が中心となって国際農

業研究機関のネットワーク形成を目的に 1971年に

設立された研究コンソーシアムのことである。CGIAR

の活動目的は、農林水産業分野の研究による世界の

将来に向けた食糧安全である。その研究は技術に留

まらず環境や政策等幅広い分野に及ぶ。

3. ILRIの研究グループ

ILRIは、今年（2013年）3月に組織改革を実施し

新体制がスタートするところであるが、まだ研究内

容についてホームページにも紹介されていないので、

まずは 2月までの研究組織を紹介したい 2）。これま

での研究グループは、バイオテクノロジー（Biotech-

nology）、市場・ジェンダー・生活（Markets, Gender

and Livelihoods : MGL）、人・家畜・環境（People,

Livestock and the Environment : PLE）とバイオサ

イエンス・ハブ（Biosciences hub）の 4部門に分かれ

ていた。

バイオテクノロジー・グループは、発展途上国で

脅威となる疾病の診断ツールとワクチン開発、熱帯

地域の疾病に耐性を示す育種とゲノム解析、信頼性

の高い育種のための遺伝子マーカー開発を行ってい

た。先進国では重要疾病の診断ツール、ワクチン、

治療薬などは民間の手によって高品質のものが作出

されるが、発展途上国では非常に困難である。この

ため、ILRIのような国際研究所の役割は大きい。

市場・ジェンダー・生活（MGL）グループは、貧

しい畜産農家が生産する畜産物の市場参入機会を改

善することを目的とした活動を行ってきた。発展途

上国では、急速な人口・収入の増加および都市化、

都市部の食生活の変化により畜産物の需要は高まっ

ており、貧しい畜産農家が貧困から抜け出す機会は

増加している。しかしながら実際には、貧しい畜産

農家には、高価格で取引される市場に参入するには

政府や大手企業が設定する規制が厳しく、食品衛生

レベルが十分でないなどの障壁がある。このため

MGLグループでは貧困層、特に女性と他の弱者層

が畜産物市場に参加するための適正な技術、政策、

組織整備について研究してきた。蒔田はMGLに所

属し、定量的疫学および食品衛生リスク評価分野で

アフリカおよびアジア地域の複数のプロジェクトで

活動してきた。

人・家畜・環境（PLE）グループは、環境に負荷

が少ない持続可能な条件で、より良質の家畜飼料お

よび人の食糧を増産する研究を実施してきた。PLE

グループの研究には、物質的な食糧増産も含まれる

が、乾燥度・生産システムが異なる地域での支援の

あり方の検討など、扱う内容の幅は広く、概念、制

度、政策の研究により重点を置いている。ILRIに

は、蒔田の他にもう一人日本人研究者、池上宗信博

士が在籍しており、このグループで研究を行ってこ

られた。池上氏は経済学者であり、東アフリカで気

象衛星を用いた地表の乾燥度評価を基準とした家畜

保険制度の開発と実施に関するプロジェクトで活動

されてきた。

バイオサイエンス・ハブは、BecA-Hub（Biosciences

eastern and central Africa - ILRI Hub）が正式な名称

で、アフリカ大陸、特に東および中央アフリカのバ

イオサイエンス分野の人材育成を行っている 3）。

2013年 3月からの新しい体制では、研究グルー

プを大きく統合的科学部門とバイオサイエンス部門

の二つに分けている（図1）。扱っている研究テーマ
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図1 新しい ILRIの研究体制 
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自体はこれまでと大きく変わらないが、チーム分け

が若干変更されている。ILRIの特色として、組織

全体のリソースの使い方が洗練されていることが

挙げられるが、統合的科学部門とバイオサイエン

ス部門は互いに協力しながら研究を実施しており、

プロジェクトごとに必要に応じた協力体制が柔軟

に構築されている。また図1には記載されていない

が、部門横断組織として研究方法サポートグループ

が置かれ、統計学、GIS（地理情報システム）、倫理

審査などの面で研究をサポートしている。蒔田は新

体制では食品衛生と人獣共通感染症チームに所属し

ている。

4. CGIAR Research Programs（CRP）

図1では、統合的科学部門副所長から左側にライ

ンが伸びている CRP拠点という組織がある。CRP

とは、CGIAR Research Programs 4）の略であり、達

成はすでに困難とも評価されているミレニアム開発

目標（MDG）5）の評価年、2015年を間近に控え、貧

困削減を実現すべく 2008/2009年に行われた大幅な

組織・運営改革により、15センターが連携して行

う横断的大型研究プログラムである。これまでは各

ドナーから各センターが直接個別に研究費を受けて

研究を実施してきたため、多くの同様な内容のプロ

ジェクトが複数のセンターで行われていたり、また

複数のセンターが連携することによって解決できる

問題も未解決のまま個別に活動していたりという無

駄が顕著であった。新 CGIARでは、援助国からの

予算を CGIARコンソーシアムが受け、重要課題ご

とに設定された 6つの CRP大課題計 16プロジェク

ト（表 2）に集中して割り振る方式に変更された。

研究は CGIAR参加 15センターの機能をフル動員

し、多分野連携研究チームを構築して複雑な諸問題

に取り組む。表 2のうち ILRIがリードするのは、

大課題の一番目、「Improve yields and profits of

crops, fish and livestock」の中の「CRP on Live-

stock and Fish」という CRPである。蒔田は主にこ

の「Livestock and Fish」と、大課題「Improve

nutrition and diets」の中の「CRP on Agriculture for

Nutrition and Health」に携わっている。Livestock

and Fishでは、世界の 6つのバリュー・チェイン

（食品流通網：タンザニアの牛乳、エチオピアとマ

リの小反芻獣、ベトナムとウガンダの豚肉、エジプ

トの魚）に絞って獣医疫学者、微生物学者、社会経

済学者、栄養学者が合同で研究を実施している。

ILRIは、ILRIが参加する CRPを組織的に遂行する

ために、統合的科学部門およびバイオサイエンス部

門所属研究員の中から関連 CRP責任者を任命し

CRP拠点としている（図1左側）。そして両部門所

属研究員全員が、少なくとも一つの CRP研究活動

に従事している。

この他、基本的には CRPが中心であるが、継続

して各ドナーと直接各 CGIAR研究所（CGセンター

と呼ばれる）が契約して実施する（restricted fund

と呼ぶ）プロジェクトも引き続き進行中である。

Ⅱ. ILRIの実施する研究プロジェクト紹介

ここでは、2008年 1月から 2011年 12月まで実施

された 4年間の研究プロジェクト、Safe food, fair

food（SFFF）6）についてご紹介したい。

下痢症は毎年世界で 20億症例発生し、5歳以下

の子供 150万人の命を奪っていると推定され 7）、そ

の多くは発展途上国で起きている。下痢を引き起こ

しているものとして、不衛生な生活環境、汚染され

た水、そして食品が挙げられるが、特に動物由来食

品（肉・牛乳など）は人獣共通感染症の発生源とし

て重要である。この人獣共通感染症には、病原体に
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CGIAR Research Programs表2

大　課　題 

Improve yields and profits of crops, fish and livestock
Improve sustainability and environmental integrity, 
adapt to and mitigate climate change
Improve the productivity, profitability, sustainability and
resilience of entire farming systems
Improve policies and markets
Improve nutrition and diets
Managing and sustaining crop collections

プロジェクト数 

7
3

3

1
1
1



よってはヒトに下痢症以外の症状を引き起こす場合

もある。

このような食品由来感染症（Food-borne diseases

: FBD）を、先進国では法律を整備し、衛生的な環

境で生産、加工処理、流通、販売することで制圧し

てきた。一方で、資金に乏しい発展途上国では食品

衛生関連の法律は整備しても施行することは難し

い。また、発展途上国で大多数を占める小規模農民

が都市部に限局して見られる衛生的な正規の市場に

参入することは困難であり、また逆に貧しい消費者

が衛生的な食品を購入することも、値段が高価であ

るため困難である。

そこで参加型リスク評価という手法を開発し、政

府が管理しない非正規流通食品の衛生を向上し、小

規模農民の非正規から正規市場へのシフトを促すこ

とによって貧困削減を行うことを目的に SFFFプロ

ジェクトは計画・実施された。方法としては、従来

の疫学では把握しにくかった非正規のバリュー・

チェインを、開発学で多く用いられてきた参加型手

法を応用することによって理解し、バリュー・チェ

インの生産から消費までの各段階において人に病気

を引き起こす動物由来病原体のリスクがどのように

変容し、最終的に単位人口当たり何人程度に病気が

発生するか示すことで、生産、流通、消費にかかわ

る人々および政府のステークホルダーとコミュニ

ケーションを取り、住民に負担が少なく持続可能な

方法で改善することを提案したのが本プロジェクト

である。蒔田は主任研究者Dr. Delia Graceと共に

本プロジェクトを調整し、参加型リスク評価手法を

開発、応用した。プロジェクトはサハラ以南アフリ

カ 8カ国で実施され、11カ国の修士および博士課

程の学生 24人が参加、これまでに学会発表および

学術論文ならびに他の報文合せて 83報が報告され

ている（2013年 3月 12日現在）。プロジェクトの出

資はドイツのGIZ（Deutsche Gesellschaft für Inter-

nationale Zusammenarbeit）が主体であるが、イタ

リア、スイス、日本、南アフリカ共和国からもプロ

ジェクトの概念に賛同いただき、個別プロジェクト

への追加出資を受けた。

研究結果からは、非正規流通食品についてリスク

を評価したところ、当初想像したよりも危険ではな

かったという事例が多く報告されている。例えばエ

チオピアでは生の牛乳が伝統的に販売されている

が、各家庭では生乳を発酵させヨーグルトにしてか

ら飲用したり、さまざまな料理に用いたりしている

ことでリスク管理が行われていることが明らかに

なった。われわれの行った牛乳中の黄色ブドウ球菌

の調査では、酸度のデータや消費様式を調査して推

計学的に分析してみると、伝統的食品加工によりリ

スクが 93.7%も低減されていることが分かった 8）。

本研究では、黄色ブドウ球菌性食中毒のリスク推定

に最も感受性が高い（強く関係している）因子は農

場での牛乳中のブドウ球菌数と消費までの温度管理

であった。これは、生産から流通初期の衛生管理の

向上と集乳所などでの温度管理が達成できれば効果

的にリスクを低減することができることを意味して

いる。こうしたメッセージを分かりやすく生産者、

流通業者および消費者に伝えることで、必ずしも政

府の管理が行き届かなくても病気の発生を低減する

ことができる可能性がある。

研究効果は参加国のステークホルダー（食品衛生

主務省庁）にも見られ、プロジェクトの会議では、

すべての国で今後非正規流通に着目しリスク評価を

実施する意思が表明された。本プロジェクトはドイ

ツGIZから高い評価を得て、実際介入を行い検証す

る第二フェーズが採択され 2012年に始まっている 9）。

Ⅲ. ILRIで働くには

最後に、これから ILRIでの研究を志す若者の目

に留まればと思い、メッセージを送らせていただき

たい。日本は内向き志向とよく言われ、国際的な職

業を志望する若者は非常に少ないことは事実であ

る。国連職員全体に占める日本人職員の割合は国連

拠出金の額に比べると非常に低く 2%にも満たない。

CGIARで活躍する日本人の数は全体の 1%にも満た

ないのが現状ではないかと思われる。

これにはいくつかの理由がある。国内での生活が

快適で国外に出るメリットが感じられていないこ

と、国内で受け取ることができる国際的情報が欧米

に比べて非常に少なく日本社会全体において国際社

会に対する関心が少ないこと、大学での講義が日本

語で行われ英語を初めとする主要国際言語の習得が

困難であることなどである。

わが国には、かつて農林水産省職員を CGIARに

派遣する制度があったが、この廃止に伴い CGIAR
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日本人職員は激減した。しかしこのような制度がな

くても国連や CGIARで活躍する機会はある。私は

JICA海外長期研修制度を利用してエディンバラ大

学熱帯獣医学センター博士課程に 2年間留学し、残

る 2年間は指導教官の助けもありイギリス政府から

奨学金を得て修了した。在学中に国際公募された

ILRIのポストに応募、選抜され ILRIで働く機会を

得た。国際農業研究を志す若者には、是非国連や

CGIARなどと連携しているような国内外の大学で博

士課程まで学び、国際公募に挑戦して欲しい。現在

日本人職員が多く活動するCGセンターはフィリピン

にある国際稲研究所（International Rice Research

Institute : IRRI）とアフリカ稲センター（Africa Rice

Center、旧名称：西アフリカ稲開発協会West Africa

Rice Development Association : WARDA）である。

この他私の知るところではケニヤ国ナイロビの国際

植物遺伝資源研究所（Bioversity International）には

森元泰行博士が、そして同じくナイロビにある国際

アグロフォレストリー研究センター（International

Centre for Research in Agroforestry : ICRAF）には

飯山みゆき博士がそれぞれ在籍している。

ILRIで活動するきっかけ作りには、独立行政法

人国際農林水産業研究センター（JIRCAS）の短期

CGIAR研修制度も魅力的である。昨年 12月から今

年の 2月にかけては、当研究室の獣医学生が JIR-

CASの制度を利用してケニヤ全国で牛乳中のカビ

毒について ILRIチームの研究に参加した。ILRIで

は CaSTと呼ばれる人材育成部門が随時学生受入れ

を行っており、また ILRIは世界中の優秀な研究機

関とのパートナーシップを用いて研究活動を行って

いるので、競争的外部資金を獲得すれば ILRIのプ

ロジェクトにリンクさせ学生を研究に参加させるこ

とは大いに可能である。

私が ILRIに選抜された理由として、青年海外協

力隊（JOCV）への参加経験と多言語知識（英語・フ

ランス語・ネパール語・ルガンダ語（当時））があっ

たようである。是非国際的な研究を志望する若者に

は、JOCV制度などを活用して発展途上国の理解を

深め、異文化対応能力、語学習得能力を高めながら

機会をうかがって欲しい。ILRIの実施する国際研

究プロジェクトでは、言語の異なる複数の国、地域

を対象にしていることが多い。このため英語の他に

フランス語・ポルトガル語・ヒンディー語・タイ語・

ベトナム語・スワヒリ語などが堪能であると有利で

ある。国連や国際研究機関への就職は、高学歴・多

言語能力が必要とされる時点で金銭面から大学院へ

の進学を諦めてしまうという話をよく耳にする。し

かし、現在活躍されている国際機関職員全員が裕福

な家庭の出身者というわけではなく、奨学金を手に

して一つずつ障壁を乗り越えてきた人がほとんどで

ある。CGIARでの仕事には若いうちの苦労に見合

うだけの魅力があり、エキサイティングな毎日が待

ち受けている。本稿を目にする研究者の皆様方には、

是非積極的に ILRIとの共同研究機会を模索してい

ただき、日本の若者に世界が抱える諸問題に積極的

に取り組むことの大切さをお伝えしていただければ

幸いである。
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